ドイツの依存症ケアシステムにおけるセルフヘルプー日本への示唆ー by 豊山 宗洋
．問題の設定
アルコール依存症は 否認の病気 といわれ、依存症者が 最初から自発的に セルフヘ
ルプ・グループ（自助グループ ））に来ることはない。それゆえアルコール依存症者を回
復 ）の軌道に乗せるにはセルフヘルプに注目しているだけではだめで、アルコール・ケア
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ない。ただ図 の配置からして、 と の中間であるということはイメージすることが
できる。
医療リハビリテーション 解毒は、社会法典第 編 疾病保険 では医療リハビリとよば
れ、一般にはセラピーと呼ばれる。全日の外来リハビリ施設は あり、 人以上が利
用している。入院リハビリ施設は であり、 万 人の利用、適応施設は であり、
人以上が利用している。
ソーシャル・リハビリテーション ソーシャルセラピーの入所施設は で、 万 人以
上が利用し、部分入所施設は で、 人以上が利用している。外来ケア付き住居は










なく利用する（ ）（ （ ）
）が調査フェーズ（期間 年 月 年 月））、実践フェーズ









年 月 年 月）（ ）、 依存症セルフヘルプを健康促進によって最適化す




































体 に変え（この団体名の変更の意味については 節で言及する）、 年にはカリタス
の専門団体としてクロイツブントが新たに承認された。現在、団体名は 登記社団 クロ
イツブント 依存症者と家族のためのセルフヘルプ・援助共同体 になっている。過去










） （ 年 月 日にクロイツブント連邦事務局で入
手した資料。筆者にメール（ ＠ ）で、入手希望の連絡をいただければ ファイ
ルで送付する）









的な対立の結果分かれた。 年に つの州団体がゾェースト ヴェストファーレンで、
福音主義教会ブラオエス・クロイツ団体のドイツ連合会 を設立し、 年に
（ドイツ福音主義教会）のディアコニー事業におけるブラオエス・クロイツ という名称










































大依存症セルフヘルプ団体のグループ参加者 万 人であり、そのうち 万 人
が依存症者本人（ ％）、 万 人が家族（ ％）、 人が本人でも家族でもない
関心のある人（ ％）である。
依存形態
万 人（ ％）がアルコール、 人（ ％）が医薬品、 人（ ％）が非







入所・入院治療（ ）からグループに来た参加者が 万 人
（ ％）、専門治療なし（グループのみ）が 万 人（ ％）、外来治療
（ ）が 人（ ％）、禁断治療 解毒（ ）
が 人（ ％）という順番になっている ）（図 も参照 ））。




のラーメ（ ）からの 年 月の筆者の質問に関する返答メール。
）
） フランクフルトのコンタクトシュテレの職員シュトック




医療経由 ％、 家族等周囲のすすめ ％、 断酒会情報 ％、 行政・保健センター経由 ％の
順になっている（全断連 ）。
）図 でわかるように入所・入院治療はいろんな主体のもとでおこなわれている。
施しており（ ）、 人（ ％）は グループ・リーダー 研修、 人
（ ％）は 依存症者援助ボランティア 研修、 人（ ％）は 企業の依存症者援
助ボランティア 研修に参加している。









（ ）。 は 年に設立され、現在の加盟団体を確認するとアブスティネン
ス・セルフヘルプ団体という分類のほかに、民間福祉事業という分類で つの福祉団体の中




の活動は多岐にわたるが、 では活動分野を 職場の依存症問題 依存問題の相
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）登記社団 連邦民間福祉事業活動協議会（ ）には つの福祉団体の中央連合会が加盟している
が、 ドイツにおけるユダヤ人の中央福祉センター はここの つからは外れている。
）州依存症問題センターはドイツ全体に ある。
）
）ドイツでは公的医療保険に、社会法典第 編 条（ 年から 条）にもとづいてセルフヘルプの
資金支援が義務づけられている。そしてそれを実施するにあたって保険者である疾病金庫の代表は、セル
フヘルプの標準的な代表団体との協力のもとに、セルフヘルプ促進原則（ ）を策定することが義




年に 度ドイツでは アクションウィーク・アルコール（ ） と
いう全国キャンペーンが実施されている ）。 年で第 回となり、 はそのキャン
ペーンでコーディネーターとして活躍している。わが国でもアルコール健康障害対策基本法











）ここでの説明は、 で 年に入手した資料、 〔
（
）〕にもとづいている。
）第 回は 年 月 日から 日の 日間に実施されたが、資料の制約から第 回を詳しく報告する。
図 アクションウィーク・アルコールの実施体制











金保険連合会は、社会法典第 編 年金保険 条 節 番 ）にもとづいて、 ならび
にその加盟団体に雇われている計 名のセルフヘルプ依存症担当官の費用を負担している。
担当官は団体の枠を超えたセルフヘルプのネットワークを形成して専門施設との協力を促進






ゴル（ ）はドイツの 福祉団体は、民間福祉事業（ ）とい
う経済セクター全体の代理変数としてあげられる （ ）と述べて
いる。本稿で考察対象となっている 大依存症セルフヘルプ団体も、 福祉団体の つの団
体に属していた。
年で民間福祉事業（福祉団体）の運営している施設をみると全体で 万 あり、内
訳は病院 、青少年施設 万 、家族援助施設 、高齢者援助施設 万 、障害者
援助施設 万 、その他の施設 万 、教育・研修・継続教育施設 となっている。
雇われている者は 万 人である（ ）。民間福祉事業がどのく
らいの割合を占めるかは分野によって異なるが、たとえば入所介護施設だと、その担い手
（ 年）は企業 （ ％）、公益 （ ％）（そのうち民間福祉事業
（ ％））、公的 （ ％）となっている（ ））。そこでこれら
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） には 専門官 という訳もあるが 連邦大臣あるいは連邦首相によって指名され、大臣





） 条は その他の給付 となっている。その 節に 分担する（ ）その他の給付として以下のも









がおり、彼らは地域の社団に組織されている。 万人のボランティア、 万 人の専従
職員がおり、高齢者、障害者、児童、青少年、患者、外国人への援助を主な任務としてい















合 、 年に ドイツの自由、民間、公益的な福祉施設連合 が第 の福祉団体として
設立された。 年の文章では同権福祉連合会は、社会福祉分野、医療分野における約
万の独立した組織、施設、グループの中央団体である。ベーセネッカーらによれば、雇わ











いない。またベーセネッカーらは、同権福祉連合会の公表資料では（ 年公表、数値は 年）約 万




教会（ ）、さまざまな自由教会を束ねている。これらの会員は、全国約 万 施設





年に国際レベルで、ジュネーブに今日の 赤十字の国際委員会 の前身として、 五人委
員会 が設立され、 年に 負傷兵や病気兵分野での救護のためのドイツ結社の中央委
員会 が設立された。 年に西ドイツ、 年に東ドイツで新しく設立された。サービ
スは救済、献血、山岳救助隊、水難救助隊を専門にしており、この分野では活動をほぼ独




















































はまた 節でみた 登記社団 ドイツ依存症問題中央センター（ ） の協力組織
州依存症問題センター・連邦活動協議会 の所在地ともなっており、 事務局長の
シュミット ローゼンガルテン（ ）は 理事会のゲスト理事で
あり、 と の関係も深いことがわかる。
本稿の 節以降の考察から、 大依存症セルフヘルプ団体ならびにそこに所属する地域の
依存症セルフヘルプ・グループや、 、 は、伝統的な福祉団体（ここでは つのう


























とに語る こと ）を不可欠な要素とするものである ）。 形式的には 定期的な例会やミー
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ティングの存在が判断の目安になる ）。筆者は長い間、一部の研究者において を 現代





















ム転換 と位置づけている ）。 年に団体は名称を 登記社団 クロイツブント─依存症
者のためのセルフヘルプ・援助共同体 に変更し ）、そこにセルフヘルプの文字が入った。
したがって、セルフヘルプはクロイツブントという伝統的な団体のコンセプトを変化させた
）ドイツ語は“ ”であり、直訳では 対等な関係のもとに という















） 年 月 日のクロイツブント連邦事務局でのヒアリング。
























































































































大依存症セルフヘルプ団体、 が 福祉団体と関係が深いことから、 福祉団体の
概略を示した後に、福祉団体と依存症セルフヘルプの関係を考察した。ヘッセン州の事例で
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